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とを目的に作成したものである。 
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研究開発業（学術研究機関）は売上高 1.1 兆円、社内使用研究費 7,700 億円（全産業の 5～
6％程度）、従業者総数37,000人（うち研究関係従業者数25,000人）となっている。一方、事業




120 億ドル（全産業の 5～6％程度）、国内雇用数 13 万人（うち研究開発科学技術者数 45,000
人）となっている。一方、事業所を対象とした米国商務省統計局の経済国勢調査や米国労働
省労働統計局の職業雇用統計によると、2005 年の推計値として、研究開発業は収入額 820
億ドル、従業者数 57 万人となっている。 
英国では、英国国立統計局の「英国産業における研究開発（2005 年）」によると、研究開発
業（研究開発サービス業）は研究開発費 3.2 億ポンド（全産業の 2～3％程度）、研究開発雇用
数 5 千人となっている。 
ドイツの場合、ドイツ連邦教育研究省の「研究に関する政府報告（2003 年）」によると、研究
開発業は売上高 20 億ユーロ、研究開発費 7.7 億ユーロ（全産業の 2～3％程度）、雇用数 2.1
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万人（うち研究開発従業者数 7100 人）となっている。一方、事業所を対象としたドイツ連邦統
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１．はじめに 
ここでは本稿において研究開発サービス業を検討する背景を説明する。平成 19 年度年次
経済財政報告（内閣府、平成 19 年 8 月）に以下の記述がある。 
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                          ハイテク関連企業等Ｒ＆Ｄが特に重要な要素となって 
いる企業 
 




































































































































研究開発サービス業に近い業種は何があるのか。国連統計局（United Nations Statistics 
Division）が定めた国際標準産業分類（International Standard Industrial Classification of all 






















（国連統計局の web から作成） 
 


















類 73 が勧められる。製品分野分類が製品アプローチ (ISIC 分類 73 を満たす産業) の使用に基づく
ことが勧められる。（後略） 





(Frascati Manual PROPOSED STANDARD PRACTICE FOR SURVEYS ON RESEARCH AND EXPERIMENTAL 














































































※ SIC（Standard Industrial Classification、米国標準産業分類）：北米産業分類システム（North American Industry 
Classification System：NAICS）導入前の米国における産業分類方法。 














































































図表 2-1 主要国における研究開発業の研究開発費の推移 
（The OECD Research and Development Expenditure in Industry database から作成） 
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図表 2-2 主要国における産業研究開発費全体に対する研究開発業の研究開発費の割合の推移 



































































図表 2-3 主要国における研究開発業の生産高と全産業に対する割合の推移 
（The OECD STAN database for Industrial Analysis から作成） 
 
  





































































図表 2-4 主要国における研究開発業の従業者数と全産業に対する割合の推移 
























小分類 811 自然科学研究所 
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※ その後、日本標準産業分類はさらに平成 19 年にも改定された（第 12 回改定）が、その改







 (1) 科学技術研究調査報告（総務省）による調査 
ここでは、資本金 1,000 万円以上の企業等を対象とした科学技術研究調査報告（総務省）
により、学術研究機関の概況を調べる（図表 3-1）。学術研究機関の従業員総数 37,000 人（07
年。以下同じ）のうち研究関係従業者数は 25,000 人、総売上高 11,000 億円、一企業等当たり
の売上高は 27 億円となっている。また、2002 年から 2007 年まで企業等数以外の指標では概
  


























③ 一般的な地形図の作成又は地下資源を探すための単なる探査活動及び地質調査  
④ 海洋調査・天体観測等の一般的データ収集   
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図表 3-1 学術研究機関の概況（科学技術研究調査報告（総務省）から作成） 
 
  













































図表 3-2 学術研究機関の研究開発費の推移（科学技術研究調査報告（総務省）から作成） 
 
  



















































表 3-4）に見ると、自動車 6,200 億円（84％）、情報通信機械器具・電子部品 300 億円（4.1％）、




















  2002 2003 2004 2005 2006 2007 
  研究費 割合 研究費 割合 研究費 割合 研究費 割合 研究費 割合 研究費 割合
自動車 479,727 90.1% 380,363 80.6% 428,536 83.6% 443,599 82.9% 478,198 79.4% 623,086 84.2%
情報通信機械器具・ 
電子部品 
12,222 2.3% 14,044 3.0% 33,776 6.6% 37,216 7.0% 36,661 6.1% 30,480 4.1%
電気･ガス 1,221 0.2% 5 0.0% 9,692 1.9% 18,233 3.4% 29,185 4.8% 26,156 3.5%
医薬品 8,514 1.6% 2,328 0.5% 10,228 2.0% 6,242 1.2% 12,502 2.1% 15,028 2.0%
その他の化学工業製品 1,906 0.4% 941 0.2% - - 1,295 0.2% 11,609 1.9% 11,254 1.5%
学術研究機関総額 
（資本金１億円以上） 
532,259 100.0% 472,195 100.0% 512,825 100.0% 534,947 100.0% 602,199 100.0% 739,602 100.0%
学術・開発研究機関 
総額 
552,313 4.8% 485,319 4.2% 687,582 5.8% 550,533 4.6% 624,008 4.9% 771,983 5.8%
全産業総額 11,451,011 100.0% 11,576,840 100.0% 11,758,939 100.0% 11,867,276 100.0% 12,745,840 100.0% 13,327,391 100.0%
図表 3-4 産業の学術研究機関における製品、サービス分野別社内使用研究費の推移 
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69.6% 69.4% 66.8% 67.8%
76.7% 77.6% 79.0% 77.6% 79.0% 78.1%
18.0%
15.5% 16.3% 17.9% 16.8%
9.1% 8.7% 8.2% 8.9% 8.6% 8.8%
8.7%
7.3% 7.6% 9.4% 8.8% 8.4% 8.1% 7.5% 8.3%
7.4% 7.8%
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2.4% 2.2% 2.6% 2.2% 2.7% 2.3%
1.9% 4.0% 2.7% 2.8% 1.9%
3.1% 4.4% 4.4% 4.7% 4.8% 5.0%
3.3% 2.5% 2.4% 2.5% 3.0% 2.8% 3.1% 4.2% 3.1% 3.4% 3.7%
2.2% 0.4% 1.0% 2.6% 2.0% 2.1% 3.6% 3.1% 3.2% 3.1% 3.1%

































図表 3-7 学術研究機関及び全産業における専門別研究者数の構成の推移 
（科学技術研究調査報告（総務省）から作成） 
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以上のような学術研究機関の全般的な情報に対して、先述した企業規模の違いによる企業






  2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
1000 万円～1 億円未満 28  19 27 15 30 33  
1 億円～10 億円 62  79 74 87 91 68  
10 億円～100 億円 683  586 650 542 765 931  
図表 3-8 学術研究機関の資本金階級別の一企業当たりの平均従業者数の推移 
（科学技術研究調査報告（総務省）から作成） 
 
図表 3-1 の学術研究機関の概況のうち、従業者数 299 人以下と 300 人以上の会社の内訳




が成長すれば図表 3-9 の左側から右側に移ることもある。そのように考えると、従業者数 300
人以上の会社が成長しているのは、学術研究機関が産業として成長していると思われる一方、
新規参入は比較的少ない可能性がある。また、従業者数に対する研究関係従業者数の割合
を見ると、従業者数 299 人以下の学術研究機関では 38％から 71％まで揺れるものの 2007 年
時点では 41％である一方、従業者数 300 人以上の学術研究機関では 72％から 93％まで揺
れつつ 2007 年時点では 81％となっている。このように従業者数 300 人以上の学術研究機関
における従業者の 8 割が研究開発関係者である。 
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学術研究機関（-299） 学術研究機関（300-）  




人以上の会社の内訳の推移を示した（図表 3-10）。状業者数 299 人以下の学術研究機関の
会社では研究費の中で最も大きい社内使用研究費でも総売上高の 29％から 72％（2004 年の
み。2004年を除くと最高割合は48％）まで様々であり2007年時点では32％である。一方、300
































学術研究機関（-299） 学術研究機関（300-）  
図表 3-10 学術研究機関の総売上高と研究開発費のうち従業者数 299 人以下と 300 人以上の会社の内訳の 
推移（科学技術研究調査報告（総務省）から作成） 
 
 従業員数階級別調査の最後に、図表 3-6 の研究関係従業者数の構成の推移を調べた（図
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表 3-11）。299 人以下の学術研究機関企業と 300 人以上のその企業における研究関係従業
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次にこれらの研究費の状況について業種別の調査を行う。先にも触れたが 2002 年に産業











1 全産業 1 全産業 1 全産業 1 全産業 
農林水産業 2 農林水産業 2 農林水産業 2 農林水産業 2 農林水産業 
鉱業 3 鉱業 3 鉱業 3 鉱業 3 鉱業 
建設業 4 建設業 4 建設業 4 建設業 4 建設業 
食品工業 6 食品工業 6 食品工業 6 食品工業 6 食品工業 
繊維工業 7 繊維工業 7 繊維工業 7 繊維工業 7 繊維工業 
パルプ･紙工業 8 パルプ･紙工業 8 パルプ･紙工業 8 パルプ･紙工業 8 パルプ･紙工業 
印刷業 9 出版・印刷業 9 出版・印刷業 9 出版・印刷業 9 印刷業 
医薬品工業 13 医薬品工業 13 医薬品工業 13 医薬品工業 10 医薬品工業 
総合化学･化学繊維工業 11 総合化学･化学繊維工業 11 総合化学･化学繊維工業 11 総合化学･化学繊維工業 12 総合化学･化学繊維工業
油脂･塗料工業 12 油脂･塗料工業 12 油脂･塗料工業 12 油脂･塗料工業 13 油脂･塗料工業 
その他の化学工業 14 その他の化学工業 14 その他の化学工業 14 その他の化学工業 14 その他の化学工業 
石油製品･石炭製品工業 15 石油製品･石炭製品工業 15 石油製品･石炭製品工業 15 石油製品･石炭製品工業 15 石油製品･石炭製品工業
プラスチック製品工業 16 プラスチック製品工業 16 プラスチック製品工業 16 プラスチック製品工業 16 プラスチック製品工業 
ゴム製品工業 17 ゴム製品工業 17 ゴム製品工業 17 ゴム製品工業 17 ゴム製品工業 
窯業 18 窯業 18 窯業 18 窯業 18 窯業 
鉄鋼業 19 鉄鋼業 19 鉄鋼業 19 鉄鋼業 19 鉄鋼業 
非鉄金属工業 20 非鉄金属工業 20 非鉄金属工業 20 非鉄金属工業 20 非鉄金属工業 
金属製品工業 21 金属製品工業 21 金属製品工業 21 金属製品工業 21 金属製品工業 
機械工業 22 機械工業 22 機械工業 22 機械工業 22 機械工業 









        27 電子部品・デバイス工業 
自動車工業 27 自動車工業 27 自動車工業 27 自動車工業 29 自動車工業 
その他の輸送用機械工業 28 その他の輸送用機械工業 28 その他の輸送用機械工業 28 その他の輸送用機械工業 30 その他の輸送用機械工業
精密機械工業 29 精密機械工業 29 精密機械工業 29 精密機械工業 31 精密機械工業 
その他の工業 30 その他の工業 30 その他の工業 30 その他の工業 32 その他の工業 
運輸・通信・公益業 31 運輸・通信・公益業 31 運輸・通信・公益業 31 運輸・通信・公益業 
33 電気･ガス･熱供給･水道
業 
      36 通信業 
      37 放送業 
      38 新聞･出版･その他の情報
通信業 
        39 運輸業 
ソフトウェア・情報処理業 
(96 年以前はなし)  32 ソフトウェア業 34 ソフトウェア・情報処理業 35 ソフトウェア・情報処理業
卸売業(01 年以前はなし)     32 卸売業 40 卸売業 
金融･保険業 
(01 年以前はなし) 
    33 金融･保険業 41 金融･保険業 
専門サービス業 
(01 年以前はなし) 
   35 専門サービス業 43 専門サービス業 
学術研究機関 
(01 年以前はなし)     37 学術研究機関 44 学術研究機関 
その他の事業サービス業 
(01 年以前はなし) 
    36 その他の事業サービス業 45 その他の事業サービス業






















































































図表 3-15 産業種別自己負担研究費の推移 












































































図表 3-16 産業種別社内使用研究費の推移 











































































図表 3-17 産業種別社外支出研究費の推移 





























































図表 3-18 産業種別受入研究費の推移 













































































図表 3-19 産業種別売上高の推移 













































1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007  
図表 3-20 売上高に対する自己負担研究費の割合の業種別推移 



















































図表 3-21 売上高に対する社内使用研究費の割合の業種別推移 
（図表 3-14 の産業分類及び科学技術研究調査報告（総務省）から作成。07 年の上位割合 5 業種） 
 
  





































図表 3-22 売上高に対する受入研究費の割合の業種別推移 
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図表 3-23 売上高に対する社外支出研究費の割合の業種別推移 
（図表 3-14 の産業分類及び科学技術研究調査報告（総務省）から作成。07 年の上位割合 5 業種） 
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 図表 3-24 から、学術・開発研究機関の企業数とその常用雇用者数、事業所数とその従業者
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以前の調査とまた異なった結果となる。労働力調査による 2003 年から 2006 年における学術・
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図表 3-30 学術・開発研究機関（左図）と全産業（右図）の年齢階級別従業者割合の推移 
（労働力調査（総務省）から作成） 
 
 この点について定量的に計測するため、図表 3-30 の年齢範囲の中間値を年齢、65 歳以上
は 65 歳と仮定して、平均年齢を算出した（図表 3-31）。図表 3-31 から、全産業では年々従業
  














































































































 この調査によると、研究開発支援検査分析業（図表 3-33）の年間売上高は 2,100 億円（2003

























































































図表 3-33 研究開発支援検査分析業の概況（特定サービス産業実態調査（経済産業省）から作成） 
 
また、業務種類別の売上高の推移を見ると（図表 3-34）、組成・構造分析で 450 億円、材料

























































































図表 3-34 研究開発支援検査分析業の業務種類別の売上高の推移 
（特定サービス産業実態調査（経済産業省）から作成。業務種類の順番は 03 年の売上高の順） 
 
 更に研究開発支援検査分析業の売上高に対する産業別契約先の割合（図表 3-35）によると、
製造業が 66％、公務が 15％、建設・不動産業が 4.6％などとなっている。 
 
  







































































































図表 3-36 研究開発支援検査分析業の事業所等が所在する地方別の売上高の推移 









































 [研究・開発] 新製品開発、試験研究など 



























  飲料・たばこ・飼料製造業 
繊維工業 繊維工業 





















  木材・木製品製造業（家具を除く） 
  家具・装備品製造業 











図表 3-38 図表 3-14 の簡易産業分類に対応する企業活動基本調査の総合統計表における産業分類 
（企業活動基本調査（経済産業省）及び図表 3-14 から作成。-は対応業種が見当たらないことを示す） 
 
 前述の科学技術研究調査報告との比較のために、対象企業数とその売上高などの推移を








































































3-40 と比べると、自己負担研究費のうちの社内使用研究費（11 兆円、2005 年）や社外支出研
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 図表 3-38 の産業分類を用いて、産業別に自社研究開発費（図表 3-42）、委託研究開発費









































































































































































































図表 3-44 産業別受託研究費の推移（企業活動基本調査（経済産業省）から作成。05 年の上位金額 10 業種） 
 
(5) 民間企業の研究活動に関する調査報告（文部科学省）による調査 











図表 3-45 平成 19 年度の外部支出研究開発費の増減見込み 
（民間企業の研究活動に関する調査報告（文部科学省）から抜粋） 
  










図表 3-46 外部支出研究開発費の増減見込み理由の推移（民間企業の研究活動に関する調査報告（文部科学省）から抜粋） 
 




















では 2002 年版の北米産業分類システム（North American Industry Classification System：
NAICS）が使用されており、研究開発業に相当する業種として以下のような定義がある。米国
商務省統計局の web によると、この NAICS 5417 は ISIC73 の研究開発業と一致している。 
 














段として「外部調達」にますます依存する大企業に主に依存する (Jankowski, 2001; Amable and 
Palombarini, 1998; and Howells, 1999; Pilat, 2001)。外部調達は、企業の中核的能力の外部で専門的技
術を必要とする関心領域における研究を実施するための一般的なアプローチである。2000 年時点で、
















(1) 国立科学財団（NSF）の「産業における研究開発」（Research and Development in 
Industry）から 
産業の研究開発を実施している企業を対象とした国立科学財団（NSF）の報告書「産業に
おける研究開発」（Research and Development in Industry）における科学研究開発サービスの
概況を見ると（図表 4-1）、国内売上高 350 億ドル（2005 年（以下同じ））、研究開発費 120 億ド





究開発費は 2002 年に大きく減少した。この背景には米国の政治情勢変化が考えられる。 
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図表 4-1 科学研究開発サービスの概況の推移（Research and Development in Industry, NSF から作成） 
 
図表 4-1 における科学研究開発サービスの状況を図表 3-1 の日本における学術研究機関
と比べると、雇用数や売上高では米国の科学研究開発サービスは日本の学術研究機関の約
3 倍以上の規模である。企業当たりの大きさにおいても、日本の学術研究機関では企業等当
たり従業者数で約 80 人、売上高で約 20 億円である（図表 3-1）一方、米国の科学研究開発サ
ービスでは企業当たりの雇用数で約 130 人、売上高で約 4,700 万ドルとなっており、企業当た





研究開発で重要な役割を果たしていると推測される。加えて、図表 4-2 を図表 3-3 における日
本の学術研究機関の状況と比較すると、売上高や雇用数では 6～8 倍、研究開発科学技術者
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図表 4-2 産業全体に対する科学研究開発サービスの占める割合の推移 
（Research and Development in Industry, NSF から作成） 
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図表 4-3 科学研究開発サービス及び全産業における出資元別研究開発費の割合の推移 









































図表 4-4 科学研究開発サービス及び全産業における国内売上高に対する研究開発費の割合の推移 










382 383 411 2,641 754 888 1,628
















































































































科学研究開発サービス                     全産業 
図表 4-5 科学研究開発サービス及び全産業における性格別研究開発資金の推移 
(Research and Development in Industry, NSF から作成） 
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科学研究開発サービス 全産業  
図表 4-6 科学研究開発サービス及び全産業の研究開発資金における技術分野別割合 
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科学研究開発サービス 全産業  
図表 4-7 科学研究開発サービス及び全産業における州別研究開発費の割合の推移 
（Research and Development in Industry, NSF から作成。州の順番は 2003 年における科学研究開発サービス業の割合順） 
 
以上の結果に対して日本の場合と同様に、企業規模の違いによる差について検討する。つ
まり、図表 4-1 の米国の科学研究開発サービスの概況のうち、従業者数 5 人以上 249 人以下
と 250 人以上の会社の内訳の推移を示した（図表 4-8）。両者の動向を比較すると、総売上高








費の規模を見ると、従業者数 5-249 人の規模の会社では揺れは極めて大きく、12％から 98％
まで様々であり 2003 年時点では 13％である。一方、従業者数 250 人以上の会社では 24％か
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科学研究開発サービス（5-249） 科学研究開発サービス（250-）
 
図表 4-8 科学研究開発サービスの概況のうち従業者数 5 人以上 249 人以下と 250 人以上の会社の内訳の 





推移を示す。2001 年を境に研究開発費 100 万ドル未満の会社数が大きく増加している。それ
以降の研究開発費 100 万ドル未満の会社数の減少は競争の激しさとともに、研究開発費 100
万ドル以上の会社数の増加はそこで勝ち抜いた会社の存在を示唆している。そのような中で、



















































図表 4-9 科学研究開発サービスの研究開発費規模別会社数の推移 
（Research and Development in Industry, NSF から作成） 
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 また、図表 4-10 では、図表 4-9 に対応する会社の研究開発費の規模を示している。図表





70 72 167 202



















































図表 4-10 科学研究開発サービスの研究開発費規模別会社の研究開発費の推移 
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は 2000 年をピークに減少傾向に転じたものの、03 年には再び増加していることが分かる。一
方、国内売上高に対する連邦政府以外の研究資金の割合については増加傾向にあり、日本
の場合（図表 3-13）と類似している。しかし、売上高に対する割合の値を日米で比較すること
は難しい。何故ならば、日本では売上高として総売上高（約 970 兆円：03 年、科学技術研究調
査報告（総務省））が使用されている一方、米国では国内売上高（Domestic net sales、約 5.7


































図表 4-12 国内売上高や企業他の研究資金に対する外部組織実施研究費の割合の推移 
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の推移を見る（図表 4-13）。ここで連邦政府からの資金を除外するのは、連邦政府から産業へ
の資金の中には機密情報として非公開のものが少なくないためである。また、ここでは可能な






費などは含まない（Research and Development in Industry, NSF）。 
これに対して、企業の資金によって外部組織が実施する研究開発費の推移を調べると（図
表 4-14）、全体に対する金額の小ささのためと思われる不連続性が見られるものの、科学研究


















































































図表 4-13 米国の産業種別研究開発費（連邦政府以外の資金）の推移 

































図表 4-14 米国の産業種別の外部組織実施研究開発費（連邦政府以外の資金）の推移 
（Research and Development in Industry, NSF から作成。03 年の上位金額 5 業種） 
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図表 4-13 と図表 4-14 から、米国の科学研究開発サービスは他企業から相当規模の研究
開発を請け負うなどしていると思われるが、それを明示的に示すデータはない。しかし、科学
研究開発サービスでは、自らが実施する研究開発資金（約 105 億ドル、03 年）の１割以上に匹
敵する金額が外部組織の研究開発費（約 15 億ドル、03 年）となっている。これは日本の学術
研究機関における社内使用研究費（約 4,900 億円、03 年、図表 3-16）に対する社外支出研究
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科学研究開発サービス 全産業  
図表 4-15 米国の科学研究開発サービス及び全産業における外部組織実施研究開発費（連邦政府以外の資金）
の実施組織別割合（Research and Development in Industry, NSF から作成） 
 
(2) 米国商務省統計局(US Census Bureau)の経済国勢調査（Economic Census）等から 
米国商務省統計局の年間サービス業概況によると、経済国勢調査をもとにした科学研究開
発サービスの歳入見積もり（estimated revenue）は 820 億ドル（2005 年）となっている（図表
4-16）。また、この金額は増加しており、サービス業全体における割合も増加傾向にある。更に、
科学研究開発サービスにおける歳入見積りのうち、物理、工学及びライフサイエンス研究開発
が９割以上を占め、人文・社会科学研究開発は 6～7％となっている（Service Annual Survey 
2005, US Census Bureau）。 
 
  











































図表 4-16 米国の科学研究開発サービスにおける歳入見積り及びサービス業における割合の推移 
（Service Annual Survey 2005, US Census Bureau から作成） 
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ライフサイエンスに
おける研究開発
                 20.5%
物理、工学科学に
おける研究開発
                 43.2%
ライフサイエンスに
おける研究開発







































































図表 4-17 米国の科学研究開発サービスにおける歳入の内訳の推移（Sources of Receipts or Revenue(1997 Economic 
Census, Professional, Scientific, and Technical Services Subject Series), Scientific Research and Development Services: 2002(2002 Economic 
Census, Professional, Scientific, and Technical Services Industry Series), 及び Service Annual Survey 2005, US Census Bureau から作成） 
 
(3) 米国労働省労働統計局（Bureau of Labor Statistics, U.S. Department of Labor）における
職業雇用統計（Occupational Employment Statistics）から 
米国労働省による産業への職業案内（Career Guide to Industries）では、科学研究開発サ
  

















 米国労働省労働統計局における職業雇用統計（Occupational Employment Statistics）では、
科学研究開発サービスにおける従業者数は 57 万人、全従業者数に占める割合は 0.44％と見
積もられており（05 年）、従業者数及びその割合は増加傾向にある（図表 4-18）。 
しかし、この職業雇用統計における科学研究開発サービスの従業者数は（２）における歳入
見積もり額 820 億ドル（05 年）とともに、前述の国立科学財団による調査における国内売上高




























































図表 4-18 米国の科学研究開発サービスにおける雇用数及び全雇用数に占める割合の推移 
（Occupational Employment Statistics, Bureau of Labor Statistics, U.S. Department of Labor から作成。2003 年及び 2004 年のデータは同年 5 月
と 11 月のデータの平均値を使用。以下同じ） 
 
この雇用数の内訳の推移（図表 4-19）を見ると、「生命、物理及び社会科学職」が最も多く、
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図表 4-19 米国の科学研究開発サービスにおける雇用数の内訳の推移 
（Occupational Employment Statistics, Bureau of Labor Statistics, U.S. Department of Labor から作成） 
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図表 4-20 米国の全雇用数に占める科学研究開発サービスの雇用数の職種別（中分類）割合の推移 






















































































図表 4-21 米国の科学研究開発サービスの職種別（小分類）雇用数の推移 
（Occupational Employment Statistics, Bureau of Labor Statistics, U.S. Department of Labor から作成。02 年から 06 年までの判明職種のうち 06
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図表 4-22 米国の全産業に対する科学研究開発サービスの職種別（小分類）雇用割合の推移 

































100 人以上の従業者を擁する私的雇用者又は 50 人以上の従業者を擁する連邦事業請負業者から毎






サービスの雇用状況を調べてみよう。この EEO-1 報告においては、全産業従業者数 4,400 万



















































図表 4-23 米国の科学研究開発サービスの雇用数及び全産業に占める割合の推移（Job Patterns For Minorities And 
Women In Private Industry (EEO-1), Equal Employment Opportunity Commission から作成） 
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図表 4-24 米国の全産業に占める科学研究開発サービスの職種別従業者数割合（Job Patterns For Minorities And 
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図表 4-25 米国の科学研究開発サービス及び全産業における職種別従業者数割合の推移 
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図表 4-26 米国の科学研究開発サービス及び全産業における人種別従業者数割合の推移 
（Job Patterns For Minorities And Women In Private Industry (EEO-1), Equal Employment Opportunity Commission から作成） 
 
(5) その他の調査から 
 ① サービス部門の研究開発計測（Measuring Service-Sector Research and Development）
から 
  





いて、売上高の大きい研究開発サービス業（NAICS 5417 に相当）企業は図表 4-27 のようにな
っている。次に、研究開発費の大きな研究開発サービス業企業を図表 4-28 に示す。この２つ
の図表における研究開発サービス業企業の雇用数と売上高から、図表 4-27 では比較的大規
模な企業、図表 4-28 では比較的小規模な企業が対象となっているようだ。図表 4-27 の比較
的大規模な研究開発サービス業では、雇用数当たりの売上高は約 70～200 千ドルとなってい
る一方、図表 4-28 の比較的小規模な研究開発サービス業では雇用数当たりの売上高は約 1
～300 千ドルと散らばりが大きい。これは偶然かもしれないが、研究開発サービス企業がある
程度の規模になるまでは経営が安定しない可能性が考えられる。 
また、図表 4-27 の企業間では雇用数と売上高には強い正の相関関係（相関係数 0.97）が
















Covance Inc. 7.2 5417 856
Charles River Labs International Inc. 4.0 5417 466
Pharmaceutical Product Development Inc. 4.4 5417 432
Parexel International Corporation 4.6 5417 388
Inveresk Research Group-Redh 2.3 5417 156
Kendle International Inc. 1.8 5417 154
AAI Pharma Inc. 1.2 5413 141
Albany Molecular Resh Inc. 0.5 5417 98
Huntingdon Life Science-ADR 1.3 5417 95
図表 4-27 研究開発試験企業の売上高上位 10 社（2001 年。Measuring Service-Sector Research and Development, RTI 

















Exelixis Inc. 0.57 5417 41 89 ゲノミクスに基づく製薬企業 
Curagen Corporation 0.51 5417 23 66 ゲノミクスに基づく製薬企業 
Maxygen Inc. 0.31 5417 30 64 ゲノミクスに基づく製薬・農業企業 
Genaissance Pharmaceuticals 0.16 5417 5 46 ゲノミクスに基づく製薬企業 
Deltagen Inc. 0.30 5417 10 45 ゲノミクスに基づく製薬企業 
Symyx Technologies Inc. 0.20 5417 60 39 ゲノミクスに基づく製薬企業 
Microvision Inc. 0.23 5417 11 33 オプティカル・スキャニングシステム 
Paradigm Genetics Inc. 0.25 5417 24 28 農業と健康における生命科学 
Arena Pharmaceuticals Inc. 0.21 5417 18 23 バイオ製薬会社 
Exact Sciences Corporation 0.07 5417 0.05 14 応用ゲノミクス企業 
図表 4-28 かなりの研究開発費を有する研究開発試験企業の例（2001 年。Measuring Service-Sector Research and 





 ② 米国研究製薬工業協会（PhRMA）と研究開発サービス業の関係 
米国産業 における研 究開発費 全体において医薬 品工業は約９％（Research and 
Development in Industry 2003 NSF）を占める。その医薬品工業の業界団体として、米国研究
製薬工業協会（PhRMA）がある。この組織は約 30 の会員企業から構成されている（図表 4-29）
が、2003 年から 2007 年までの 4 年間で多くの会員企業の名称が変わるなど医薬品工業界に
おける M&A などの活動は活発であると思われる。 
 
2003 2004 2005 2006 2007 
Abbott Laboratories Abbott Laboratories Abbott Laboratories Abbott Laboratories Abbott 
Allergan, Inc.         
Amersham Health 
Amersham Health（GE 
Healthcare の一部に）       
Amgen Inc. Amgen Inc. Amgen Inc. Amgen Inc. Amgen Inc. 
      Amylin Pharmaceuticals, Inc. Amylin Pharmaceuticals, Inc.
      Astellas Pharma Inc. Astellas US LLC 
AstraZeneca LP AstraZeneca LP AstraZeneca LP AstraZeneca LP AstraZeneca LP 
Aventis Pharma AG 
Aventis（Sanofi-Synthelabo Inc.









Bayer HealthCare – 
Pharmaceutical Division 
Berlex Laboratories, Inc. Berlex Laboratories, Inc. Berlex Laboratories, Inc. Berlex Laboratories, Inc. Berlex Laboratories, Inc. 
Biogen, Inc. Biogen IDEC Inc. Biogen Idec Inc.     











Bristol-Myers Squibb Company Bristol-Myers Squibb Company Bristol-Myers Squibb Company Bristol-Myers Squibb Company Bristol-Myers Squibb Company
        Celgene Corporation 
      Cephalon, Inc. Cephalon, Inc. 
    
Daiichi Pharmaceutical 
Corporation 
Daiichi Sankyo Company, 
Limited Daiichi Sankyo, Inc. 
Eli Lilly and Company Eli Lilly and Company Eli Lilly and Company Eli Lilly and Company Eli Lilly and Company 
Serono, Inc. Serono, Inc. Serono, Inc. Serono, Inc. EMD Serono 
Fujisawa Healthcare, Inc. Fujisawa Healthcare, Inc. 
Fujisawa Healthcare, Inc.（山之
内製薬と合併し Astellas 
Pharma Inc.へ）     
    GE Healthcare     
Genzyme Corporation Genzyme Corporation Genzyme Corporation Genzyme Corporation Genzyme Corporation 
GlaxoSmithKline GlaxoSmithKline GlaxoSmithKline GlaxoSmithKline GlaxoSmithKline 
Hoffmann-La Roche Inc. Hoffmann-La Roche Inc. Hoffmann-La Roche Inc. Hoffmann-La Roche Inc. Hoffmann-La Roche Inc. 
Johnson & Johnson Johnson & Johnson Johnson & Johnson Johnson & Johnson Johnson & Johnson 
        MedPointe Pharmaceuticals 
Merck & Co., Inc. Merck & Co., Inc. Merck & Co., Inc. Merck & Co., Inc. Merck & Co., Inc. 
  Millennium Pharmaceuticals, Millennium Pharmaceuticals, Millennium Pharmaceuticals, Millennium Pharmaceuticals, 
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Organon Inc. Organon USA Inc. Organon USA Inc. Organon USA, Inc. Organon USA Inc. 
Otsuka America 
Pharmaceutical, Inc. Otsuka America, Inc. Otsuka America, Inc. Otsuka America, Inc. Otsuka America, Inc. 
Pfizer Inc. Pfizer Inc. Pfizer Inc. Pfizer Inc. Pfizer Inc. 
Pharmacia Corporation         
The Procter & Gamble 
Company 
The Procter & Gamble 
Company 
The Procter & Gamble 
Company 
The Procter & Gamble 
Company Procter & Gamble 
Pharmaceuticals, Inc. 
The Procter & Gamble 
Company Procter & Gamble 
Pharmaceuticals, Inc. 
Purdue Pharma L.P. Purdue Pharma L.P. Purdue Pharma L.P. Purdue Pharma L.P. Purdue Pharma L.P. 
Sanofi-Synthelabo Inc. Sanofi-Synthelabo Inc. 
Sanofi-Aventis（Aventis を統
合） sanofi-aventis U.S. sanofi-aventis U.S. 
  Savient Pharmaceuticals, Inc. Savient Pharmaceuticals, Inc.     
Schering-Plough Corporation Schering-Plough Corporation Schering-Plough Corporation Schering-Plough Corporation Schering-Plough Corporation
SCHWARZ PHARMA, INC. SCHWARZ PHARMA, INC. SCHWARZ PHARMA, INC. SCHWARZ PHARMA, INC.   
    Sepracor, Inc. Sepracor, Inc. Sepracor, Inc. 
Solvay Pharmaceuticals, Inc. Solvay Pharmaceuticals, Inc. Solvay Pharmaceuticals, Inc. Solvay Pharmaceuticals, Inc. Solvay Pharmaceuticals, Inc.
3M Pharmaceuticals 3M Pharmaceuticals 3M Pharmaceuticals 3M Pharmaceuticals   







Wyeth Wyeth Wyeth Wyeth Wyeth 
33 32 34 33 33 
図表 4-29 米国研究製薬工業協会（PhRMA）の会員企業一覧（PHARMACEUTICAL INDUSTRY Profile、PhRMA から作成） 
 
また、PhRMA 会員企業の研究開発費の合計は年々増加しており（図表 4-30）、研究開発費は
全売上高の 17～18％に相当する（PHARMACEUTICAL INDUSTRY Profile 2007, PhRMA）。
更に、PhRMA の会員企業のような成熟した（mature）企業だけでなく、バイオテクノロジー企業
によっても医薬品工業に関連する研究開発が行われている（図表 4-30、図表 4-31）。 
 
 
図表 4-30 米国研究製薬工業協会（PhRMA）会員企業及びバイオ医薬品企業の研究開発費の推移 
（PHARMACEUTICAL INDUSTRY Profile 2007 日本語版、PhRMA から抜粋） 
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図表4-31 バイオ医薬品の研究開発における主な資金提供者：相互関係 
















（PHARMACEUTICAL INDUSTRY Profile 2005 日本語版、PhRMA から抜粋） 
 
PhRMA の研究提携企業を見ると（図表 4-32）、Amylin Pharmaceuticals, Inc.、Celgene 
Corporation、Cephalon, Inc.及び Sepracor, Inc.の少なくとも 4 社は研究提携企業から PhRMA




- 70 - 
2003 2004 2005 2006 2007 
aaiPharma Inc. aaiPharma Inc.       
Alkermes, Inc. Alkermes, Inc. Alkermes, Inc. Alkermes, Inc Alkermes, Inc 
  Amylin Pharmaceuticals, Inc. Amylin Pharmaceuticals, Inc.     
Aviron         
Celera Genomics Group Celera Genomics Group       
Celgene Corporation Celgene Corporation Celgene Corporation Celgene Corporation   
Cephalon, Inc. Cephalon, Inc. Cephalon, Inc.     
CIMA Labs Inc. CIMA Labs Inc.       
    Corus Pharma, Inc. Corus Pharma Inc.   
Enzon, Inc. Enzon, Inc. Enzon, Inc. Enzon, Inc. Enzon, Inc. 
Eurand         
Eyetech Pharmaceuticals, Inc.Eyetech Pharmaceuticals, Inc.Eyetech Pharmaceuticals, Inc.     
Human Genome Sciences, Inc.         
ICOS CORPORATION ICOS Corporation ICOS Corporation ICOS CORPORATION   
Idenix Pharmaceuticals Idenix Pharmaceuticals, Inc. Idenix Pharmaceuticals, Inc. Idenix Pharmaceuticals, Inc. Idenix Pharmaceuticals, Inc. 
Inhale Therapeutic Systems, 
Inc.         
The Institutes for 
Pharmaceutical Discovery         
InterMune Pharmaceuticals, 
Inc.         
Isis Pharmaceuticals, Inc. Isis Pharmaceuticals, Inc. Isis Pharmaceuticals, Inc.     
Ligand Pharmaceuticals Inc. Ligand Pharmaceuticals Inc.       
Maxim Pharmaceuticals, Inc. Maxim Pharmaceuticals, Inc. Maxim Pharmaceuticals, Inc.     
MGI PHARMA, INC. MGI PHARMA, INC. MGI PHARMA, INC.     
      Ovation Pharmaceuticals, Inc. Ovation Pharmaceuticals, Inc. 
Penwest Pharmaceuticals Co. Penwest Pharmaceuticals Co. Penwest Pharmaceuticals Co.     





に）         
Sepracor, Inc. Sepracor, Inc.       
  Stressgen Biotechnologies 
Stressgen Biotechnologies 
Corporation     
  Theravance, Inc. Theravance, Inc. Theravance, Inc. Theravance, Inc. 
Vela Pharmaceuticals Inc. Vela Pharmaceuticals Inc. Vela Pharmaceuticals Inc.     
Vertex Pharmaceuticals 
Incorporated         
25 20 16 8 6 
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(1) 英国国立統計局（Office for National Statistics）の「英国産業における研究開発」










































図表 5-1 英国の研究開発サービス業の研究開発費と全産業における割合の推移 








































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2000 2001 2002 2003 2004 2005
研究開発サービス 全産業  
図表 5-2 英国の研究開発サービス業と全産業の研究開発費の性格別割合の推移 

























58% 59% 55% 55% 55%
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2000 2001 2002 2003 2004 2005
研究開発サービス 全産業
 
図表 5-3 英国の研究開発サービス業と全産業の研究開発費の資金源別割合の推移（Research and Development in UK 
Businesses  2000-2005, Office for National Statistics, UK から作成） 
 
 さらに、研究開発サービス業の研究開発雇用数の推移も調べた（図表 5-4）。研究開発費の
状況（図表 5-1）とは異なり、2004 年まではほぼ横ばいだったが、2005 年には減少し、約 5 千
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図表 5-4 英国の研究開発サービス業の研究開発雇用数と全産業における割合の推移（Research and Development in 















18% 17% 15% 18%
13% 11% 11%
25%


















2000 2001 2002 2003 2004 2005 2000 2001 2002 2003 2004 2005
研究開発サービス 全産業
 
図表 5-5 英国の研究開発サービス業の研究開発雇用数と全産業における割合の推移（Research and Development in 
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(1) ドイツ連邦教育研究省（Bundesministerium für Bildung und Forschung）の「研究に関する





から 1999 年頃までは増加傾向にあったが、それ以降はやや減少傾向となり、2005 年には逆
に増加に転じ、約 8 億 7 千万ユーロとなっている。全産業の研究開発費における割合では、





























































図表 6-1 ドイツの研究開発業の研究開発費と全産業における割合の推移 
（Bundesbericht Forschung 、Faktenbericht Forschung、BMBF から作成） 
 
この研究開発業の売上高（図表 6-2）、雇用数（図表 6-3）に関しても同様に調査した。 
研究開発業の売上高は 1999 年まで増加傾向にあったが、それ以降はほぼ横ばいであり、




 一方、研究開発業の雇用数では 2001 年まで増加傾向にあり、全産業に占める割合では
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図表 6-2 ドイツの研究開発業の売上高と全産業における割合の推移 





















































図表 6-3 ドイツの研究開発業の雇用数と全産業における割合の推移 
（Bundesbericht Forschung 、Faktenbericht Forschung、BMBF から作成） 
 
  
















































図表 6-4 ドイツの研究開発業の研究開発従業者数と全産業における割合の推移 

































1995 1997 1999 2001 2003 2004 1995 1997 1999 2001 2003 2004
研究開発業 全産業  
図表 6-5 ドイツの研究開発業と全産業における研究開発従業者数の内訳の推移 
（Bundesbericht Forschung 、Faktenbericht Forschung、BMBF から作成） 
 
(2) ドイツ連邦統計局（Statistisches Bundesamt）の「ドイツ連邦統計年報」（Statistisches 
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2002 年 4,234 88,366 5,762 
2003 年 3,734 85,267 6,378 
2004 年 4,185 87,840 6,820 
図表 6-6 ドイツの研究開発業の事業所数、就業者数及び売上高の推移 


























事業所を対象としたサービス基本調査（2004 年）では、研究開発業の収入額は 1.8 兆円と
なっている。 
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米国の場合、企業を対象とした米国国立科学財団（NSF）の「産業における研究開発
（2005 年）」によると、研究開発業（科学研究開発サービス）は国内売上高 350 億ドル、研究
開発費 120 億ドル（全産業の 5～6％程度）、国内雇用数 13 万人（うち研究開発科学技術者
数 45,000 人）となっている。一方、事業所を対象とした米国商務省統計局の経済国勢調査
や米国労働省労働統計局の職業雇用統計によると、2005 年の推計値として、研究開発業
は収入額 820 億ドル、従業者数 57 万人となっている。 
英国では、英国国立統計局の「英国産業における研究開発（2005 年）」によると、研究開
発業（研究開発サービス業）は研究開発費 3.2 億ポンド（全産業の 2～3％程度）、研究開発
雇用数 5 千人となっている。 
ドイツの場合、ドイツ連邦教育研究省の「研究に関する政府報告（2003 年）」によると、研
究開発業は売上高 20 億ユーロ、研究開発費 7.7 億ユーロ（全産業の 2～3％程度）、雇用
数 2.1 万人（うち研究開発従業者数 7100 人）となっている。一方、事業所を対象としたドイツ
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本 Discussion Paper のとりまとめに当たって、多くの方々から御助言と御協力をいただいた。 

















な御助言によって、本 Discussion Paper の質は大きく向上したものと考える。 
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